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飛騨高山が進める・仮想大学とは！？ ～飛騨高山大学連携センターの取り組み～

１．センター設立の経緯
岐阜県の人口は、2018

年９月に35年ぶりに200万
人を割り込み、減少が加速
している。岐阜県の北部に
位置し、観光地として人気
を集める高山市も例外で
はない。近年は少子高齢化による自然減だけでな
く、若者が進学のために市外に流出する社会減も著
しく増加しており、人口減少に拍車をかける要因と
なっている。

高山市は、若者の
人口流出対策として、
過去に大学誘致を
検討した時期もあっ
たが、少子化の影響
などから実現に至っ
ていない。大学を望む

声と現実の狭間の中で、市は最終的に「大学の器」
を誘致するのではなく、まずは「大学の機能」その
ものを呼び込むことができないかという仮想大学
設立の発想に辿り着いた。大学の機能を持つこと
で、多くの学生が調査・研究の目的で高山市を訪問
することになり、結果的に対流・交流の増加につな
がると考えたからだ。
そもそも高山市には、景観や建屋、観光といった
魅力的な研究テーマが数多く存在し、古くから多く
の大学の研究実績があったことや、2012年から開始
した地域住民向
けの大学の出張
講座「オープンカ
レッジ in 飛騨」
においても、さま
ざまな大学から
支持を得るなど、

大学の機能誘致に対して前向きな感触が得られて
いたことも設立を後押しした。
こうして、2017年６月に大学としての機能を疑似的
に呼び込み、参画するさまざまな大学や学生の知見
を生かすことを目的に、「（一財）飛騨高山大学連携
センター」（以下、センター）が設立された。

２．二つの事業
現在、センターは二つの事業を重点に活動を展

開している。一つ目は、大学の高度で専門的な知見
を活用し、高山市が抱える課題解決や人材育成な
どを推進する「自治体シンクタンク事業」（図１）。
「まち、ひと、しごと」を三本柱に、行政では対応が
困難な個別課題を県内外の大学に委託し調査・研
究している。活動の一例を紹介すると、2018年度は
「下町エリア全体のまちづくり」をテーマに、横浜
国立大学の学生がまちの
将来ビジョン策定に向け
た基礎調査（カルテづくり）
に取り組んだ。
二つ目は、各大学の調査

研究やゼミ合宿などを誘
致し、飛騨高山をフィール
ドに活動してもらう「大学コ
ミッション事業」（図２）。
2018年度は33大学、1,472
名が利用している。

３．生み出す成果
センター設立から２年が経過し、成果は着実に表

れている。2018年度の利用実績として、「自治体シン
クタンク事業」「大学コミッション事業」ともに対前年
比で増加しており、利用大学は中部圏に留まらない。
関東や関西方面の大学も多く、全国から高山市に若
者を呼び込む手段の一つとして機能しつつある。

中経連事務局員が、担当するエリアでお聴きした、
各県の最新トピックや地域特有の情報を紹介するコーナーです。
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大学数（校）
内訳（中部外）
関係者数（名）

33
関東:10　関西:７

1,472

33
関東:13　関西:２

1,161

大学コミッション事業・利用実績
2017年度 2018年度

図１ 自治体シンクタンク事業の概要 図２ 大学コミッション事業の概要
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○政策提案
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○研究者派遣依頼
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活用 活用

政策提案

【課題の分野】教育・健康・福祉・産業・基盤整備・地域コミュニティ、他
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※１ 大学等への委託研究においては、公募の場合もあります。公募についてはセンターのホーム
ページに掲載されます。

※２ センターの専門スタッフによる、調査研究の進め方や計画・事業立案方法などに対する
アドバイスも行います。お気軽にセンターまでお問い合わせ下さい。

参画 連携
○相談・依頼
○受入れ要請

○情報発信
○活動支援

情報提供
高山市やセンター
の最新情報、委託
研究の公募など
○ホームページ
○SNS
○ダイレクトメール
○その他
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ゼミ合宿、フィール
ド調査、インターン
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○活動先（調査・研
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○地元企業、地域
の団体等の紹介
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※３ 高山市での調査・研究の拠点としてサテライトキャンパスの利用を希望される場合は、センターまで
お問い合わせ下さい。利用人数や期間、場所等のご要望に応じて施設の斡旋・紹介を行っています。

 また、市の所管部署と協働して取り組む事業に関わるサテライトキャンパスの利用については、
その使用料をセンターが負担しています。

活用
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加えて、センターは設立当初から、多くの若者が
高山市を訪れることをきっかけに、地域に対する興
味や愛情が育まれ、将来的なＵＩＪターンの増加に
つながると期待してきたが、こちらでも既に成果が
表れている。その一例として、センター設立時から交
流のある愛知大学では、学内の講演会を契機に高
山市に興味を持った愛知県出身の学生が、セン
ターから委託された調査・研究で同市を訪れ、市の
魅力に魅せられて、2019年４月に高山市職員として
Ｉターン就職をしている。
また、前述の愛知大学に利用側の感想をうか
がったところ、現地での宿泊から調査までをセン
ターの事務局が非常に親身になってサポートして
くれたので、学生の学習効果の向上につながるだけ
でなく、大学側の事務負担軽減にも非常に効果が
あったという。センターが行政と大学をつなぐハブと
なって機能することで、従来のような行政と大学の
一方通行的な連携に留まらず、学生を含めた三方
がWin-Win-Winの関係になれる好循環が生ま
れつつある。

４．進化に向けた課題
取り組みの中で課題も少しずつ見えてきた。
現在、シンクタンク事業はセンターが連携大学に

調査・研究を委託している。本来であれば、絶えず公
募をかけて、さまざまな大学や機関に自発的に参画
してもらうのが理想ではあるが、センターの知名度
がまだまだ低く、実現に至ってない。今後は、セン
ターの知名度を上げ、多くの研究機関が進んで参
画できる環境づくりが必要とされている。
また、利用する大学からは、センターから委託され

る調査やプログラムだけでなく、高山市を活動フィー
ルドとした継続的な独自演習の共同開発なども要
望されており、今後はセンターの人員増強を含めた
さらなる機能強化が期待される。

５．まとめ
高山市の取り組みは、東京や都心部に人口集中

が進む中で、若者不足に苦しむ地方都市が地域の
強みを把握し、いかに知恵を出すか、参考にできる
一つのモデルではないだろうか。挑戦はまだはじ
まったばかりだが、センターの設立が新たな対流・
交流を生み出していることは確かであり、若者が活
動し、地域に活気と新しい風を呼び込むことで、まち
の活性化や地域住民のマインドの変化につながっ
ていくと考えられる。
今年度は初の学会も実施され、仮想大学としてさ

らなる飛躍が期待されるセンターの取り組みに引き
続き注目していきたい。
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